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Ａ．研究目的 

相談支援の質を向上し均てん化を図るに

は、サービス等利用計画を策定に関する業

務と記録の標準化は不可欠である。加えて

今後一層深刻化が見込まれる人材不足を考

慮すれば、サービス等利用計画の質と業務

効率化を同時に実現しなければならない。

デジタル行財政改革2024では介護の生産性

向上が示された。相談支援専門員等の業務

支援に今後は機械学習等（AI）の技術の活用

も想定される。その実現にはケアマネジメ

ントに係る業務の一定の標準化と、とりわ

け記録の標準化が必須となるため、これら

に関する基礎的知見を明らかにする必要が

ある。そこで、本研究はサービス等利用計画

作成に係る標準様式として、アセスメント、

サービス等利用計画、モニタリングの各様

式（案）を作成することを目的とする。その

一環として、サービス等利用計画、及び障害

児支援利用計画に関するアセスメント、サ

ービス等利用計画、モニタリングの各様式

の活用状況等の実態を明らかにする。 

 

 

Ｂ．研究方法 

１．研究対象 

 日本相談支援専門員協会から紹介を受け

た３つの地域（表１）の基幹相談支援センタ

ーの相談支援専門員、及び指定特定相談支

援事業所の相談支援専門員を対象にインタ

ビュー調査を実施した。 

 

２．調査方法と分析方法 

 インタビュー調査は、基幹相談支援セン

研究要旨 

本研究はサービス等利用計画及び障害児支援計画作成に係る標準様式として、アセスメン

ト、サービス等利用計画、モニタリングの各様式（案）を作成することを最終の目的として

いる。その一環として、本報告では、サービス等利用計画、及び障害児支援利用計画に関す

るアセスメント、サービス等利用計画、モニタリングの各様式の活用状況等の実態を明らか

にすることを目的とした。方法としては、３つの地域の基幹相談支援センター、及び特定相

談支援事業所の相談支援専門員を対象に対面形式のインタビュー調査を実施した。 

その結果、ケアマネジメントプロセスにおける様式には、①支給決定、②本人の目標の共

有、③情報共有、④地域課題の発見、⑤人材育成での活用の５つの機能があることが確認さ

れた。相談支援専門員はこれらの機能を意識して、様々な工夫を行いながら、様式を作成し

ていることが明らかになった。 
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ターの会議室等にて対面形式で実施した。

時期は2026年１月から３月であった。具体

的なインタビュー調査の項目は表２のとお

りであった。 

 分析に当たっては、インタビュー調査の

内容を逐語録にしたうえで、オープンコー

ディングを行った。その後、似た内容につい

てカテゴリー化を行った。 

 

３．倫理面への配慮 

 調査にあたっては、実際の業務で知りえ

た個人情報は収集せず、様式の使用状況等

の実態を明らかにすることを目的すること

等を説明した。合わせて、収集するデータの

取り扱い、報告書等での公開を説明し、調査

の同意を得て実施した。 

なお、本研究は長野大学「人を対象とする

研究に関する倫理審査」に関するチェック

シートにより審査の必要性がないと確認し、

実施した。 

 

 

Ｃ．研究結果 

１．様式の項目等 

３つの地域のサービス等利用計画、及び

障害児支援利用計画作成の際の様式を表３

にまとめた。A圏域とB市では共通の様式を

使用しているということであったが、C市は

事業所単独の様式の使用の可能性があると

いうことであった。 

様式の項目については、A圏域の場合、ア

セスメント様式、サービス等利用計画の様

式において、本人の意向が書き込めるよう

に工夫されていた。また、A圏域、B市はアセ

スメント様式にて、ストレングスを記述す

ることができるようになっていた。 

 

２．様式の活用状況 

 次に、様式をどのように活用しているの

かについて、表４にまとめた。以下、項目ご

とに確認する。 

（１）支給決定 

 まず、支給決定の機能について確認した

い。このうち、支給決定の根拠になるという

発言は３つの地域、共通して確認された。 

 それぞれの地域の独自な点としては、支

給決定の根拠だけでなく、インフォーマル

な資源を多く記述しようとすると、支給決

定の根拠としての目的からはズレていくこ

とになるという発言があった。また、支給決

定の根拠ではあるが、行政ごとにルールが

あり、それを覚えることが大変であるとい

った発言も確認された。 

 

（２）本人の目標の共有 

 ２つ目に本人の目標の共有の機能の内容

について確認したい。 

 まず、様式の項目を変更しているA圏域で

は、より本人の目標や希望を記述できるよ

うに工夫していた。また、本人との目標の共

有にあたっては、アセスメントを繰り返す

ことや目標を聞き出す工夫を行っているこ

とが確認された。 

 

（３）情報共有 

 ３つ目に情報共有の機能の内容について

確認したい。事業所への情報共有と市町村

の担当部署への情報共有を行っていること

が確認された。 

 

（４）地域課題の発見 

 ４つ目に地域課題の発見の機能の内容に

ついて確認したい。サービス等利用計画等

の作成のプロセスにおいて発見された課題



31 

 

については、相談支援事業所連絡会や行政

機関の担当部署と基幹相談支援センターで

共有されていることが確認された。 

 

（５）人材育成での活用 

 ５つ目に人材育成での活用の機能の内容

について確認したい。GSVでの活用であった

り、巡回相談での活用が行われていた。 

 

 

Ｄ．考察 

 本研究の結果、ケアマネジメントプロセ

スにおける様式の活用状況として、①支給

決定、②本人の目標の共有、③情報共有、④

地域課題の発見、⑤人材育成での活用の５

つの機能があることが確認された。中でも

②本人の目標の共有においては、モニタリ

ングの中で再びアセスメントをしていく発

言が多く確認された。また、本人の目標を確

認する工夫についても発言が多く確認され

ており、本人の意向をどのように計画に反

映するのか、相談支援専門員が試行錯誤を

している状況がうかがえた。 

 日本相談支援専門員協会は、サービス等

利用計画の評価視点として、①エンパワメ

ント、アドボカシーの視点、②総合的な生活

支援の視点、③ニーズに基づく支援の視点、

④連携･チーム支援の視点、⑤中立･公平な

視点、⑥生活の質の向上の視点の６つの視

点を提示しているが、本研究で確認された

内容についても同様の視点が多く確認され

た（日本相談支援専門員協会2015）。 

 

 

Ｅ．結論 

 本研究の結果、ケアマネジメントプロセ

スにおける様式の活用状況として、①支給

決定、②本人の目標の共有、③情報共有、④

地域課題の発見、⑤人材育成での活用の５

つの機能があることが確認された。 

 

 

Ｆ．研究発表 

 1.  論文発表 

特になし 

 

 2.  学会発表 

日本社会福祉学会第73回秋季大会「計画

相談支援の可視化に関する研究－相談支

援専門員の面接場面の参与観察、及びイ

ンタビュー調査の結果から－」 

 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

特になし 

 

 2. 実用新案登録 

  特になし 

 

 3.その他 

  特になし 
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表1  対象地域の概要とインタビュー調査対象者の属性 

 人口 インタビュー調査の対象者の属性 相談支援専門員数 

A圏域 約20万人 基幹相談支援センタ―、指定特定相談支援事業所 ３人 

B市 約11万人 基幹相談支援センタ―、指定特定相談支援事業所 ３人 

C市 約８万人 基幹相談支援センタ―、指定特定相談支援事業所 ２人 

 
 
 
 
 
表2 インタビュー調査の項目 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 計画相談／障害児相談支援の際にどのような様式を使用していますか。使用してい

る様式を全てお教えください。 

2. インテーク場面で使用する様式は何のために作成していると考えていますか。 

3. アセスメント場面で使用する様式は何のために作成していると考えています。 

4. サービス等利用計画の様式は何のために作成していると考えています。 

5. モニタリング場面で使用する様式は何のために作成していると考えていますか。 

6. その他使用している様式は何のために作成していると考えています。 

7. 使用している様式で重要な項目や逆に不要な項目があったらお教えください。また

活用状況と課題についてもお教えください。 

8. 計画相談／障害児相談支援のプロセスごとの市町村職員の確認の有無等と連携の

内容について教えてください。 

9. 計画相談／障害児相談支援のプロセスごとの対象となる障害当事者との関わりに

ついて教えてください。 

10. 地域の中でどのような人材育成の体制が整備されていて、それがどのように影響を

していると考えていますか。 
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表 3 インタビュー調査の結果 

地

域

ID 

使用している様式 様式の統一 
アセスメント票の

様式 

サービス等利用計画の様

式 

A 

① 基本情報 

② 現在の生活 

③ サービス等利用計

画 

④ 週間表 

⑤ アセスメント票（ニ

ーズ整理票） 

基幹の HPか

らダウンロ

ード可能 

９つの項目に対し

て、本人の意向、家

族や関係者の聞き

取り内容を記載す

る。それぞれニーズ

を記載する項目が

ある。また、本人ス

トレングス、関係者

からの本人・環境ス

トレングス、100 文

字要約を記載でき

るようになってい

る。 

本人の思いの要約（100

文字要約）はアセスメン

ト票のものを転記する。 

解決すべき課題→私が希

望すること、応援して欲

しいこと、解決してほし

いこと（本人のニーズ）、

支援目標→具体的な本人

の目標、福祉サービス等

の項目→応援する人・と

ころと記載。 

課題解決のための本人の

役割→私が行うこと（役

割）と記載。 

全体的な支援の方向とい

う項目がある。その他留

意事項には個別支援計画

への伝達事項等含むがか

っこ付けで記載。 

B 

① 相談受付表 

② アセスメント様式 

③ サービス等利用計

画 

④ 災害時対応プラン

（兼個別避難計画） 

⑤ 就労選択支援（該当

者） 

自立支援協

議会にて共

有化 

８つの項目を自由

に記述することが

できる。ストレング

スの４つのタイプ

の項目がある。 

標準的な様式 

C 

① 相談受付表 

② アセスメント様式 

③ サービス等利用計

画 

事業所間で

単独の様式

の使用の可

能性がある 

８つの項目を自由

に記述することが

できる。 

標準的な様式 
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表 4 様式の活用状況 

カテゴリー 概念 具体的な発言内容 

支給決定 

支給決定の根拠 － 

様式のズレ 
インフォーマルなものをいかに記載するかと

の目的のズレ（連携ツールになりきれない） 

行政のローカルルール 行政のローカルルールを覚えることが大変 

本人との目

標の共有 

様式の項目の工夫 

計画様式：解決すべき課題→私が希望するこ

と、応援して欲しいこと、解決してほしいこと

（本人のニーズ）、支援目標→具体的な本人の

目標、福祉サービス等の項目→応援する人・と

ころと記載。 

アセスメントを繰り返す 

・モニタリングの中でアセスメントをしてい

く 

・やっぱりこう変わってきたりするものです

から。最初はあまりこうバチッと決めずにやん

わりと・・・。 

・モニタリングの中で関係性が深まっていく 

目標を聞き出す工夫 

・こういう人生を送りたい、叶えたい夢がある

とか。最初の面談の時こそ喋りやすい。 

・わかりやすさを大切にしている 

情報共有 

事業所への情報共有 

・計画様式：全体的な支援の方向という項目が

ある。また、その他留意事項には個別支援計画

への伝達事項等含むがかっこ付けで記載して

いる。 

・欄外へのメモで伝える 

・日常生活上の活動はサービス提供されると

変わるので、意識的に聞き取り、共有できるよ

うにしている 

・モニタリングのポイントも連携の中で形成

されていく 

市町村への情報共有 
・欄外へのメモで伝える 

・対面で伝えることもある 

地域課題の

発見 

相談支援事業所連絡会で

の共有 

－ 

行政機関担当部署と基幹

相談支援センターとの共

有 

－ 

人材育成で

の活用 

GSVでの活用 － 

巡回相談での活用 － 

 

 


